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◆事業実施の背景と事業の目的 

社会的背景 
○平成23年の東日本大震災以降、再生可能エネルギー導入拡大が望まれる

中、世界第３位となる地熱資源を有する我が国では、ベース電源として
活用可能な地熱発電が大きな注目を集めている。  

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (1) 事業の目的の妥当性 
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事業の目的 
○地熱資源の有効活用のための、環境配慮型高機能地熱発電システムに係

る機器開発、現状未利用である低温域でのバイナリー発電システム開発、
環境保全対策や環境アセスメント円滑化に資する技術開発等により、我
が国の地熱発電の導入拡大を促進する。 
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◆政策的位置付け 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (1) 事業の目的の妥当性 
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■エネルギー基本計画 (平成22年6月閣議決定)※事業開始時 
地熱発電は2030年までに設備容量165万kW（2007年度実績 53万

kW）、発電電力量103億kWh（2007年度実績 30億kWh）の導入拡大
が掲げられており、開発余地の大きい電源として位置付けられている。  

■エネルギー基本計画 (平成2６年４月閣議決定)※現行 
世界第３位の地熱資源量を誇る我が国では、発電コストも低く、安定

的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネルギー源であ
ると位置付けられている。一方、開発には時間とコストがかかるため、
投資リスクの軽減、送配電網の整備、円滑に導入するための地域と共生
した開発が必要となるなど、中長期的な視点を踏まえて持続可能な開発
を進めていくことが必要であるとされている。 

エネルギーミックスの議論に於いては、2030年度における導入見込
量は最大ケースで約155万kWとされている。（最小ケースは約90万
kW） 
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◆国内外の研究開発の動向と比較 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (1) 事業の目的の妥当性 
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■米国や欧州においても国家レベルで技術開発や導入拡大に向けた取り組みが
実施されている。世界最大の設備力を持つ米国は、バイナリー方式の地熱発
電の開発も積極的で、多くの商用プラントが稼働している。2008年8月には
アイスランド、オーストラリアとの３ヶ国間（さらに2010年10月スイス加
盟、2011年11月ニュージーランド加盟）で地熱技術国際パートナーシップ
を締結し、国際協力を通じて地熱発電の技術開発を加速させている。また、
EUは高温岩体の研究開発で世界を主導している。 

■日本ではＮＥＤＯにおいて、昭和５５年度から地熱発電の技術開発を行って
きたが、大規模地熱発電（フラッシュ発電）が新エネルギーの枠組みから外
れたこと等から平成１０年ころから予算が減り始め、平成１４年度までに技
術開発予算はなくなり、それ以降、国による技術開発が行われていなかった。
日本は世界第３位という豊富な地熱資源量を有し、地熱発電は安定した電力
供給を行えることから、今後さらなる導入促進が期待されているが、地熱設
備容量では世界第８位（事業開始時）に留まっている。このため、導入ポテ
ンシャルの高い自然公園内での立地や、各地域に分散する現在未利用の低温
地熱資源の有効利用が期待されているとともに、研究開発ニーズが高まって
いる。 
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◆技術戦略上の位置付け 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (1) 事業の目的の妥当性 

5 エネルギー関係技術開発ロードマップ(平成26年12月)より抜粋 
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◆NEDOが関与する意義 

○自然環境に配慮した機器開発は、自然公園外においてもニーズがあるこ
とから、ＮＥＤＯがリードし、ベース電源となる地熱発電の小型化・高
効率化に係る機器開発を行う必要がある。 

○各メーカが温泉熱を利用可能な小型バイナリー発電のプロトタイプシス
テムを開発しているが、スケール問題や初期コストの高さから、実用・
普及レベルに到達しておらず、国によるリードが必要である。 

○地熱発電は資源探査から運転までのリードタイムが極めて長く、特に一
定規模の地熱発電所建設にあたっては環境アセスメントが義務付けられ
ており、地熱開発期間の大きなウェイトを占めている。事業者単独での
迅速化や環境保全に関する技術開発は困難で、国が関与する必要がある。 

ＮＥＤＯが持つこれまでの知識、実績を活かしてリード推進すべき事業 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (2) NEDOの事業としての妥当性 
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◆実施の効果  

○小型化・高効率化された高機能地熱発電システム（バイナリー発電含
む）の機器開発を行うことで、自然公園などのポテンシャルの高い地域
への導入拡大につながる。 

 
○未利用の低温域のバイナリー発電システムを導入することにより、新た

な発電市場を開拓することが期待される。 
 
○地熱発電は開発から運転開始までのリードタイムが長いことから、本事

業により開発期間を短縮することで、地熱開発を促進させ、地熱発電の
導入拡大に結び付けることが可能になる。 

 
 
 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性  (2) NEDOの事業としての妥当性 
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◆事業の目標（目標設定の背景情報） 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (1) 研究開発目標の妥当性 
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地熱発電所立地推進のためには 
 

１．開発コストの低減 井戸掘削コスト、発電所建設コスト 
        連系送電線建設費、運転開始後の追加掘削 

 

２．開発リスクの低減 調査・開発段階のコスト、リードタイムの短縮化 
 

３．自然環境との調和 自然公園内での開発推進 
  →環境に配慮した優良事例作り 

 

４．温泉バイナリー発電システムの導入拡大 
           72万kWのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 

          →高効率・低価格機器開発、温泉事業者との連携 
 

５．地熱発電と立地地域（地元自治体、温泉・観光業者他）との共生 
             →温泉源泉の湧出量、温度等の継続的なモニタリング 
              データ積極公開 
 

６．関連技術人材の育成 
           新規開発の途絶に伴う技術者の減少 

    →新規開発、技術開発の積極推進 



公開 

◆事業の目標 

研究開発項目と最終目標 
 

(1) 環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発 
地熱発電システムの小型化に資する技術（冷却塔高さを10m以下に低
減する技術、敷地面積を1割程度低減する技術、熱効率を20%以上に
向上させる技術等）を確立する。 
 

(2) 低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 
未利用の温泉熱を利用した低温域のバイナリー発電について、熱効率
7％以上に資するシステムを確立するとともに、スケール対策、腐食
対策、二次媒体の高性能化に係る技術を確立する。 
 

(3) 発電所の環境保全対策技術開発 
ガス漏洩防止技術や拡散シミュレーション技術等を確立する。 
 

(4) 地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発 
上記(1)～(3)以外で地熱発電導入拡大に資する革新的技術開発を行う。 
 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (1) 研究開発目標の妥当性 
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公開 Ⅱ. 研究開発マネジメント  (1) 研究開発目標の妥当性 
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(ii)低温域の地熱資源有効活用のため
のバイナリー発電システムの開発 

高効率化･コストダウン 
(機器コスト･スケール対策) 

(iii)発電所の環境保全対策技術開発 
環境配慮・アセスメント短縮化・合意形成促進 

 
 
 
 
 
 
 

フラッシュ発電 
商用発電所有 バイナリー発電 

新市場・商用未・実績少 

技
術

段
階

 

商用 

研究 

システム規模 小 大 

(i)環境配慮型高機能地熱発電 
システムの機器開発 

環境配慮･小型化･高効率化 

◆事業の目標 

技術開発領域 



公開 

◆研究開発目標と根拠 

研究開発項目 研究開発目標 根拠 
(1)環境配慮型高機能
地熱発電システムの
機器開発 

地熱発電システムの小型化に資す
る技術（冷却塔高さを10m以下に
低減する技術、敷地面積を1割程度
低減する技術、熱効率を20%以上
に向上させる技術等）を確立する。 

国内既存地熱発電所の熱効率の実績
である平均14%に対し、4割改善と
なる20%を目指す。 

(2)低温域の地熱資源
有効活用のための小
型バイナリー発電シ
ステムの開発 

未利用の温泉熱を利用した低温域
のバイナリー発電について、熱効
率7％以上に資するシステムを確立
するとともに、スケール対策、腐
食対策、二次媒体の高性能化に係
る技術を確立する。 

現状の先端技術であるアンモニアバ
イナリー発電システムの設計熱効率
（年平均5.41%、冬期6.57%、夏
期2.76%）の3割改善となる年平均
7%とした。 

(3)発電所の環境保全
対策技術開発 

ガス漏洩防止技術や拡散シミュ
レーション技術等を確立する。 

環境アセスメントで必要な硫化水素
拡散挙動予測が簡易に短期間ででき
れば、アセス期間が短縮できる。 

(4)地熱発電の導入拡
大に資する革新的技
術開発 

上記(1)～(3)以外で地熱発電の導
入拡大に資する革新的技術開発を
行う。 

テーマが多岐に亘る為、個別に設定
する。 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (1) 研究開発目標の妥当性 
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研究開発テーマ名 委託・共同研究先 

(1) 地熱複合サイクル発電システムの開発 (株)東芝 

(2) 

無給油型スクロール膨張機を用いた高効率小型バイナリー発電
システムの実用化 

アネスト岩田(株) 

炭酸カルシウムスケール付着を抑制する鋼の表面改質技術の開
発 

東京海洋大学、(株)エディット 
横浜国立大学、長崎大学 

温泉の蒸気と温水を有効活用し、腐食・スケール対策を施した
ハイブリット型小規模発電システムの開発 

アドバンス理工(株) 
(株)馬渕工業所 

スケール対策を施した高効率温泉熱バイナリー発電システムの
研究開発 京葉プラントエンジニアリング(株) 

環境負荷と伝熱特性を考慮したバイナリー発電用高性能低沸点
流体の開発 

東京大学 
旭硝子(株) 

水を作動媒体とする小型バイナリー発電の研究開発 (一財)エネルギー総合工学研究所 
(株)アーカイブワークス、東京大学 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 

◆研究開発テーマ一覧(1/2) 
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研究開発テーマ名 委託・共同研究先 

(3) 

硫化水素拡散予測シミュレーションモデルの研究開発 日揮(株) 
明星大学 

地熱発電所に係る環境アセスメントのための硫化水素拡散予測
数値モデルの開発 

(一財)電力中央研究所 

温泉と共生した地熱発電のための簡易遠隔温泉モニタリング装
置の研究開発 

(国研)産業技術総合研究所 
地熱エンジニアリング(株) 

エコロジカル・ランドスケープデザイン手法を活用した設計支
援ツールの開発 

清水建設(株)、(株)風景デザイン研究所 
法政大学 

(4) 

低温域の地熱資源有効活用のためのスケール除去技術の開発 (株)超電導機構、大阪大学 
(国研)産業技術総合研究所 

地熱発電適用地域拡大のためのハイブリッド熱源高効率発電技
術の開発 

(一財)電力中央研究所 
富山大学 

電気分解を応用した地熱発電用スケール除去装置の研究開発 イノベーティブ・デザイン＆テクノロジー(株) 
静岡大学 

地熱発電プラントのリスク評価・対策手法の研究開発(スケー
ル/腐食等予測・対策管理) 

地熱技術開発(株)、(国研)産業技術総合研究所 
エヌケーケーシームレス鋼管(株) 

温泉熱利用発電のためのスケール対策物理処理技術の研究開発 東北大学、東北特殊鋼(株) 
(株)テクノラボ 

バイナリー式温泉発電所を対象としたメカニカルデスケーリン
グ法の研究開発 

秋田大学、(株)管通 
東北大学、東京海洋大学 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 

◆研究開発テーマ一覧(2/2) 
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FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 NEDO 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 
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1-1)地熱複合サイクル発電システムの開発 
・(株)東芝 

共同研究(NEDO負担率2/3) 

◆研究開発の実施体制 

要素開発 

(1)環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発 

設計・製作 実証試験 



公開 

FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 NEDO 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 
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2-1)無給油型スクロール膨張機を用いた高効率小型バ
イナリー発電システムの実用化 
・アネスト岩田(株) 

2-2)炭酸カルシウムスケール付着を抑制する鋼の表面
改質技術の開発 
・東京海洋大学        ・(株)エディット  
・横浜国立大学        ・長崎大学 

(2)低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 

産業技術
総合研究
所 

共同実施 共同研究(NEDO負担率2/3) 

2-3)温泉の蒸気と温水を有効活用し、腐食・スケール
対策を施したハイブリッド型小規模発電システムの開発 
・アドバンス理工(株)     ・(株)馬渕工業所 

2-4)スケール対策を施した高効率温泉熱バイナリー発
電システムの研究開発 
・京葉プラントエンジニアリング(株) 

2-5)環境負荷と伝熱特性を考慮したバイナリー発電用
高性能低沸点流体の開発 
・東京大学     ・旭硝子(株) 

九州大学 

再委託 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

2-6)水を作動媒体とする小型バイナリー発電の研究開
発 
・(一財)エネルギー総合工学研究所    
・(株)アーカイブワークス       ・東京大学 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

◆研究開発の実施体制 

共同研究(NEDO負担率2/3) 

共同研究(NEDO負担率2/3) 

共同研究(NEDO負担率2/3) 

表面改質
材開発 

実地
試験 

設計・製作 フィール
ドテスト 

評価
試験 

流体の
決定 

合
成 

一次
試作 

二次試
作 

一次
試作 

二次試作 
・実証 

設計製作
ラボ試験 

実証
試験 
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FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 NEDO 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 
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3-2)地熱発電所に係る環境アセスメントのための硫化
水素拡散予測数値モデルの開発 
・(一財)電力中央研究所 

再委託 委託研究(NEDO負担率1/1) 

共同研究(NEDO負担率2/3) 

3-3)温泉と共生した地熱発電のための簡易遠隔温泉モ
ニタリング装置の研究開発 
・(国研)産業技術総合研究所    ・地熱エンジニアリング(株) 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

3-4)エコロジカル・ランドスケープデザイン手法を活
用した設計支援ツールの開発 
・清水建設(株)  ・(株)風景デザイン研究所   ・法政大学 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

◆研究開発の実施体制 (3)発電所の環境保全対策技術研究開発 

3-1)硫化水素拡散予測シミュレーションモデルの研究
開発 
・日揮(株)    ・明星大学 

日本エ
ヌ・ユー
エス(株) 

数値モデル
開発 

妥当性
確認 

妥当性
確認 

プロトタイ
プ設計試作 

実証試験 
実用ﾓﾃﾞﾙ設計･試作 

適用手法の開発 
支援アプリ開発 

ツー
ル化 

数値モデル
開発 
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FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 NEDO 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (2) 研究開発の実施体制の妥当性 
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4-1)低温域の地熱資源有効活用のためのスケール除去技
術の開発 
・(株)超電導機構 ・大阪大学  ・(国研)産業技術総合研究所 

4-2)地熱発電適用地域拡大のためのハイブリッド熱源
高効率発電技術の開発 
・(一財)電力中央研究所 ・富山大学 

(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発 

三菱重工
業(株) 

再委託 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

4-3)電気分解を応用した地熱発電用スケール除去装置
の研究開発 
・イノベーティブ・デザイン＆テクノロジー(株) ・静岡大学 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

4-4)地熱発電プラントのリスク評価・対策手法の研究
開発（スケール／腐食等予測・対策管理） 
・地熱技術開発(株) ・(国研)産業技術総合研究所 
・エヌケーケーシームレス鋼管(株) 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

4-5)温泉熱利用発電のためのスケール対策物理処理技
術の研究開発 
・東北大学  ・東北特殊鋼(株)  ・(株)テクノラボ 

鈴鹿高専 
再委託 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

4-6)バイナリー式温泉発電所を対象としたメカニカル
デスケーリング法の研究開発 
・秋田大学 ・(株)管通    ・東北大学 ・東京海洋大学 

委託研究(NEDO負担率1/1) 

◆研究開発の実施体制 

設計・製
作 

実地
試験 

設計 
製作 

フィールドテス
ト 

設計 
製作 実証試験 

設計 
製作 実証試験 

設計
製作 

実証
試験 

システム構成検討 
経済性評価 

システム
設計開発 

実証試験 
性能検証 
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◆プロジェクト費用 

◆実績・契約額 （単位：百万円） 

 研究開発項目 平成25年度 
(実績) 

平成26年度 
(実績) 

平成27年度 
(契約) 合計 

(1)環境配慮型高機能地熱発電システム
の機器開発 １ ２ ０ ３  

(2)低温域の地熱資源有効活用のための
小型バイナリー発電システムの開発 ７２ １９１ ４５５ ７１８ 

(3)発電所の環境保全対策技術開発 ５３   １４７   ４９４  ６９４ 

(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的
技術開発 ５６   ２７９   ４８４ ８１９  

ＮＥＤＯ負担額合計 １８２ ６１９   １，４３２ ２，２３３  

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (3) 研究開発計画の妥当性 

18 
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◆研究開発の進捗管理・プロジェクトマネジメント 

・開発項目の着実な実施と確実な達成に向け、適時、技術委員会を開催
（現地開催を含む）し、ＮＥＤＯおよび実施者で実施内容や進捗を確認
する会議を設け、必要に応じた対応方法の修正等を実施した。 
 
・地熱発電所開発への期待が高まる社会情勢を鑑み、追加公募を複数回
実施する等、時勢を捉えた新しい手法や取り組みを新規に採択。また、
更なる期待の高まりの中、当該事業の進め方・あり方について、外部有
識者による検討委員会をＮＥＤＯにて設置し、これまでの開発項目のみ
ならず、新たな開発項目に関しての議論も実施した。 
 
・スケール対策技術について、重複の排除や共通課題の整理、開発の効
率化を目的に、複数事業者によるシナジー効果も期待して情報交換会を
ＮＥＤＯ主催で実施した。 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

19 
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◆動向・情勢変化への対応 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

20 

関係省庁との情報交換を密にすることにより、動向と情勢を把握しつつ、 
開発マネジメントに活かしている。 

情勢 対応 

平成26年4月に閣議決定されたエネルギー
基本計画(震災以降、最初の計画)において
も地熱発電は、発電コストも低く、安定
的に発電を行うことが可能なベースロー
ド電源を担うエネルギー源として位置づ
けられ、期待は更に高まっている。 

平成26年度には追加公募を2回実施。 
また、「研究開発項目」の再構築・拡充
に取り組むべく、「NEDO地熱発電技術研
究開発の今後の進め方に関する検討委員
会」を設置して議論を実施。 

研究開発に伴い、スケール対策技術の複
雑性・重要性が認識された。 

事業者間の知見を共有し開発を効率化す
る事を目的にスケール対策検討会(12テー
マ、21事業者、26名参加)を開催し、各
テーマの間の情報交換の促進を図った。 

環境省において平成27年3月より「国立・
国定公園内の地熱開発に係る優良事例形
成の円滑化に関する検討会」が開催され、
優良事例形成に向けた議論が開始された。 

優良事例形成に資する取り組みについて
は、エコロジカル・ランドスケープデザ
イン手法を活用した設計支援ツールの開
発を採択（平成26年12月採択）し、既に
取組みを開始している。 
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・開発成果に対する取り扱いとして、委託事業の成果に関わる知的財
産権等については原則として、すべて実施機関に帰属させることとす
る（「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネ
ルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等）。 
 
・実施機関においては、我が国の産業競争力の強化に資するべく、開
発した技術や成果の特徴を踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  
 

Ⅱ. 研究開発マネジメント  (5) 知的財産権等に関する戦略の妥当性 

21 

◆知的財産管理 
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◆各実施者の開発概要 
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（１）環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発 

実施者 (株)東芝 

概要 1-1) フラッシュ方式と超臨界バイナリー
方式の複合サイクル発電システムの開発 

開発項目 低沸点媒体の選定、複合サイクルの最適化、
機器の開発、スケール抑制技術の開発 

開発対象イ
メージ 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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平成27年度末目標 成果 達成見込 

開発成果と中間目
標に対する達成度 

複合サイクル発電システ
ム実証設備の各機器の設
計を完了し、実証場所を
確保出来た場合に各機器
の製作を完了する。 

複合サイクルに適する低沸点媒体を選定
し、目標熱効率20%を可能とするヒート
バランスを構築した。このヒートバラン
スに基づき、バイナリータービンおよび
各種熱交換器の機器開発・設計を完了し
た。 

△ 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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（１）環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発 
  1-1）地熱複合サイクル発電システムの開発 
 
 

・H28年度以降に予定した実証試験については、実証試験場所が確保出来ず未実施。 
・本研究開発テーマ（複合サイクル発電システムの開発）において、地熱複合サイクル発電シ

ステム開発案件対処検討有識者協議会をH27年4-7月に開催の上、実証試験未実施で契約を
完了する事を決定した。 

 
 
 
 

◆プロジェクトとしての達成状況 
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技術例示 実施者 問題意識 
熱効率を20%以上に向上させる技術 (株)東芝 実証試験の困難性に直面 
冷却塔高さを10m以下に低減する技術 提案者なし 実施者の不在 

実証試験の困難性 
敷地面積を1割程度低減する技術 提案者なし 実施者の不在 

実証試験の困難性 

 これらの状況を踏まえ、外部有識者からなる「地熱発電技術研究開発の今後の進め
方に関する検討委員会」を設置し、実証試験のあり方や「研究開発項目」の再構築・拡
充などを議論した。 

 当該研究開発項目は、大型地熱発電所への適用を想定した目標を設定し、技術例示を行っ
た上で、公募を実施したが、現在進行している案件がない状況。 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

ＮＥＤＯの取り組み 

研究開発目標：地熱発電システムの小型化に資する技術の確立 
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（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 

実施者 アネスト岩田(株) 東京海洋大、(株)エディット、
長崎大、横浜国立大 

アドバンス理工(株)、(株)馬
渕工業所 

概要 2-1)無給油型スクロール膨張
機を用いたバイナリー方式発
電システムの開発 

2-2)表面改質によりスケール
初期付着を抑制しメンテナン
ス周期を延長 

2-3)小規模の蒸気発電・温水
発電のハイブリッドシステム
の開発 

開発項目 発電効率向上、メンテナンス
サイクル延長、コスト低減 

表面改質材の開発、スケール
抑制機構のモデル化 

スクロール型蒸気膨張機の開
発、温泉発電システムとのハ
イブリッド化 

開発対象
イメージ 

温泉源 
(熱水・蒸気) 

気水 
分離機 

蒸気膨張機 

熱交換器 

復水器 

Ｇ 

温水発電 
システム 

源泉 
（温水利用） 

◆各実施者の開発概要 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 

実施者 京葉プラントエンジニアリン
グ(株) 

東京大、旭硝子(株) ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所、 
(株)ｱｰｶｲﾌﾞﾜｰｸｽ、東京大 

概要 2-4)温泉水から低圧蒸気を発
生させ、スケールを除去する
高効率バイナリー 
発電システムの開発 

2-5)環境負荷、安全性に加え、
熱効率向上及びシステムの小
型化を考慮した新たな低沸点
媒体の開発 

2-6)水を作動媒体として用い
るバイナリー発電システムの
開発 

開発項目 スケール除去フラッシュタン
ク、高効率熱交換器、蒸発式
凝縮器、温泉井戸における性
能確認 

要求される物性値の指針、新
規媒体の合成、コンパクトな
バイナリーシステムの提案 

水潤滑軸受など発電装置の開
発、熱交換器の高性能化、
フィールドテスト 

開発対象
イメージ 

◆各実施者の開発概要 

蒸発式 
凝縮器 バイナリー

発電機 
温泉水 

受け 
タンク 温

泉 

蒸気 

貯湯タンク 

補給水 

フラッシュ
タンク 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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平成27年度末目標 成果 達成見込 

開発成果と中間目
標に対する達成度 

潤滑油不使用の小型バ
イナリーシステム、ハ
イブリッド型小規模発
電システムで熱効率7%
以上を達成する。 
 

H27.7現在、膨張機を設計・製作、単体
試験による最適化、試作発電システムに
よる評価試験を実施。摩擦試験による
シール材料のスクリーニングを実施。 ○ 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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(2)低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 
 例、2-1）無給油型スクロール膨張機を用いた高効率小型バイナリー発電システムの実用化 

◆プロジェクトとしての達成状況 

最終目標の達成に向けては、「熱効率7%運転の実現」が課題となるが、試作システムの
試運転とチューニングを通じて改良を行い、平成27年度末迄に達成する見通し。 
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（３）発電所の環境保全対策技術研究開発① 

◆各実施者の開発概要 

実施者 日揮(株)、明星大学 電力中央研究所 
概要 3-1)硫化水素拡散予測評価期間の短縮

化及び費用の削減を図るべく、風洞実
験に代わる計算負荷・普及性を考慮し
た拡散予測数値モデルを開発 

3-2)硫化水素拡散予測評価期間の短縮
化及び費用の削減を図るべく、風洞実
験に代わる簡易及び詳細拡散予測数値
モデルを開発 

開発項目 ・硫化水素の拡散挙動の調査 
・拡散予測数値モデルの構築及び評価 
・手法確立へ向けた取組 

・発電所周囲の地形概況調査 
・拡散予測手法の調査 
・既存データの整備・解析 
・簡易予測数値モデルの構築・評価 
・詳細予測数値モデルの構築・評価 
・手法確立へ向けた取組 

開発対象イ
メージ 

着地濃度分布 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

計算結果可視化イメージ 
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（３）発電所の環境保全対策技術研究開発② 

実施者 産業技術総合研究所、地熱エンジニ
アリング(株) 

清水建設(株)、(株)風景デザイン研
究所、法政大 

概要 3-3)温泉変動に関する正確なデータ
に基づいた科学的な説明を行い地熱
発電と温泉の共生を図るため、高品
位なバックグラウンドデータの取得
ができるハードウエアを実用化。 

3-4)エコロジカル・ランドスケープ
デザイン手法を活用し、地域の自然
環境や風致景観に配慮した地熱発電
所の設計・計画を支援するツールを
開発する。 

開発項目 モニタリング装置の設計・試作・実
証試験 

配慮手法のパタン化、自然環境分析
手法、景観分析手法、支援アプリの
開発 

開発対象イメー
ジ 

ＰＶ(オプション)

基本センサ(温度，流量，電
気伝導度)＋プラグイン式セ
ンサによる泉質・目的に応じ
た多機能計測

各種通信方式（有線/無線）に対
応可能な通信インターフェース

様々な径，形状の給湯管
に接続可能なフレキシブ
ル配管インターフェース

ＰＶ，商用電源等
へ接続可能な電源
インターフェース

平準化，保護用内
蔵小型バッテリー

大容量リムー
バブルメモリ

外気温センサ

外部センサ
（水位計等）

◆各実施者の開発概要 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

配慮手法パタン組み合わせ例 
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平成27年度末目標 成果 達成見込 

開発成果と中間目標
に対する達成度 

評価期間・コストを半減し
た風洞実験の代替となり得
るモデルを開発する。 

正規分布型プルーム式に基づく簡
易予測数値モデルおよび３次元数
値流体力学（CFD）モデルによる
詳細予測数値モデルの基幹部分の
開発を完了。 

○ 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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(3)発電所の環境保全対策技術開発 
 例、3-2）地熱発電所に係る環境アセスメントのための硫化水素拡散予測数値モデルの開発 
 

◆プロジェクトとしての達成状況 

最終目標の達成に向けては、「複雑地形の風洞実験結果を数値モデルで再現する」ことが
課題となるが、シミュレーション結果の比較検証を通じて改良を行い、平成27年度末迄
に解決する見通し。 
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実施者 (株)超電導機構、大阪大、産
業技術総合研究所 

電力中央研究所、富山大 ｲﾉﾍﾞｰﾃｨﾌﾞ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
(株)、静岡大 

概要 4-1)スケールが析出する前段
において磁気分離により温泉
水内シリカを除去する 

4-2)地熱発電にその他の未利
用エネルギーを組み合わせ、
地熱発電の熱効率向上、出力
増加を図る 

4-3)電解水によるスケール除
去技術を応用し、電気分解に
よりスケールを除去する 

開発項目 スケール成分の調査、スケー
ル除去のための前処理工程の
開発、磁気分離装置の開発 

ハイブリッド発電システムの
成立性・経済性評価、小規模
実証試験、スケールセンサー
の開発 

無隔膜電解装置、有隔膜電解
装置の開発 

開発対象
イメージ 
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（４）地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発（スケール対策技術①） 

◆各実施者の開発概要 

汽水分離器

還元井

蒸気過熱器

タービン

発電機

冷却塔

復水器

FC

太陽熱 バイオマス

※元図は環境省HPより

燃料電池
排熱

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 



公開 
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実施者 地熱技術開発(株)、産業技術
総合研究所、ｴﾇｹｰｹｰｼｰﾑﾚｽ鋼管
(株) 

東北大、東北特殊鋼(株)、
(株)テクノラボ 

秋田大、(株)管通、東北大、
東京海洋大 

概要 4-4)腐食・スケール付着によ
る損傷事故の予測を行い、適
正な対策手法を提示するリス
ク評価技術の確立 

4-5)超音波及び高周波電磁処
理によるスケール付着防止 

4-6)源泉の自噴を止めず、配
管を解体せずにスケールを機
械的に除去する 

開発項目 腐食・スケールデータベース
の構築、モニタリング技術の
開発、リスク評価システムの
開発、評価実証試験 

強度・周波数可変型高出力高
周波電源、源泉坑井管内で運
用できる超音波及び電磁場発
生プローブの開発、実証。 

スケール付着計測技術、
ウォータージェット及びピグ
を用いたスケール除去装置 

開発対象
イメージ 

◆各実施者の開発概要 
（４）地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発スケール対策技術② 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 



公開 

平成27年度末目標 成果 達成見込 

開発成果と中間目標
に対する達成度 

地熱と、バイオマスを始め
とする他の未利用エネル
ギーとを組み合わせたハイ
ブリッド熱源高効率発電シ
ステムを提案し、その成立
性を評価する。 

発電コストがFIT価格を下回ること
を確認したほか、国立公園内の仮
想立地点において、バイオマスの
集積可能量と、運搬・チップ化ま
でを含めた調達コストとの関係を
明らかにした。 

○ 

Ⅲ. 研究開発成果  (1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 
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(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発 
  例、4-2)地熱発電適用地域拡大のためのハイブリッド熱源高効率発電技術の開発 
 
 

◆プロジェクトとしての達成状況 
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分類 利用技術 研究開発 
テーマ 開発内容 達成状況 

付いたス
ケールを早
く簡単に落
とす 

メカニカル
(ウオーター
ジェット、
ピグ) 

4-6 
源泉を止めずに使用できる、ウオーター
ジェット及びピグを用いたデスケーリング
装置を開発する。 

デスケーリング装置の試作として洗
浄作業用ホース、ホース挿入部のプ
ロトタイプを製作した。 
フィールド試験を準備中。 

スケールを
付かないよ
うにする 

金属材料の
表面改質 2-2 

金属表面改質により、スケールを付着し
にくくして、温泉発電プラント環境にお
けるメンテナンス間隔を延長する。 

ラボ実験で炭酸カルシウムの初期ス
ケール付着量を４分の１にする表面
改質に成功した。 

電気分解 
4-3 

出力20kW～50kWの温泉バイナリ―設備
(温泉水量60t/h)に対応した、電解スケー
ル除去装置を開発する。 

フィールド試験により電解水による
スケール除去効果を確認中。 
有隔膜式スケール除去装置の検討中。

超音波及び
高周波電磁
処理 4-5 

出力300W以上の高周波電源、150℃以上
の耐熱性能を有し源泉内でも運用可能な、
超音波及び高周波電磁処理のハイブリッド
スケール防止装置を開発する。 

超音波、電磁場及びその複合処理効
果を確認した。 
実証試験用高周波電源プロトタイプ
の製作を完了、実証試験準備中。 

スケールの
元を上流で
取る 

磁気分離 
4-2 

50kW級温泉バイナリ―設備(湯量30t/h)
に対応可能な、シリカの濃度を150ppm
まで低減できる磁気分離装置を製作する。

処理温水量5t/hの磁気分離装置を
試作し、シリカ濃度を150ppmま
で低減できる性能を確認した。 

Ⅲ．研究開発成果について  （１）目標の達成度と成果の意義 
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◆プロジェクトとしての達成状況 
スケール対策関連技術の開発 
 
 

これまで、上記５種の対策について進めてきたが、最終目標の達成に向けては、成果の評
価に基づき、テーマの整理や開発費の重点投入なども検討していく。 



公開 

◆知的財産等の取得、成果の普及 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 計 

特許出願(うち 外国出願) 1(0) 3(0) 1(0) 5(0) 

論文(うち 査読付き) 0(0) 3(1) 0(0) 3(1) 

研究発表・講演 3 42 4 49 

新聞・雑誌等への掲載 0 1 2 3 

展示会への出展 0 4 0 4 

※平成27年度6月30日現在  

Ⅲ. 研究開発成果  (2) 知的財産等の取得、成果の普及 
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○成果の普及については、NEDOは、技術情報流出に配慮しつつ、実用化・事業
化を促進するため、情報発信を行うように指導。 

○NEDO自身も、学会・シンポジウムでの講演、専門誌への寄稿等を行っている。
平成27年6月末時点で講演13件、専門誌への寄稿1件。 



公開 

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方 

本事業における「実用化」とは、当該研究開発において開発
した発電システムやスケール対策、各種ITツールなどの開発
技術が、利用者へ商用に提供されることとする。  

Ⅳ. 成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し  (1) 見通し 

36 



公開 

◆「実用化・事業化」の見通し 

Ⅳ. 成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し  (1) 見通し 
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①環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発  
・複合サイクル地熱発電については、地熱井の気水比の特性に合わせた、最適なフラッシュ／
バイナリー比を設計に織込むことで、地熱資源を最適に利用するシステムを構築することが可
能となり、拠点毎の坑口発電の実用化にも資すると考える。 
 
②低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発  
・事業者が目標とする11kWで1000万円のシステムはユーザーの関心が高く、開発されれば中
小温泉宿でも投資可能（バンカブル）となり導入が進むと考える。また、温泉地の再活性化モ
デルとして、温泉発電を中心としたビジネスの創出について宮城県鳴子温泉等各地で注目され
ている。 
 
③発電所の環境保全対策技術開発 
・硫化水素の拡散シミュレーションについては、経済産業省電力安全課と情報交換を行ってお
り、「改訂・発電所に係る環境影響評価の手引 平成２７年７月改訂（経済産業省 電力安全
課）」において奨励ツールとして掲載されれば、環境アセスメントに必須なツールとなる為、
実用化は確実である。 
・エコロジカルランドスケープのツール化が進めば、環境アセスメント検討時に利用を希望す
る事業者は既に複数おり、今後の地熱発電所立地開発に必携のツールとなると想定している。 
 
④革新的技術開発 
・スケール対策技術は、発電事業者やスケール対策が負担となる温泉地（長崎県小浜温泉等）
において高い関心が有り、コストダウンが目標通りに進めば、採用を希望する事業者は多い。
また、小型バイナリーや既存大型地熱発電所に於いても、その技術が利用され実用化する可能
性は高い。 



公開 

◆実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

Ⅳ. 成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し  (2) 具体的取り組み 
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・スケール対策技術開発については、可能な限り、実際にバイナリー発電システ
ムの導入可能な温泉、或いは既に計画のある温泉にて実証事業を行い、実地にて
問題を確認して、事業化に結びつける。 
 
・エコロジカルランドスケープについては、多くの地熱開発事業者らが集まる、
JOGMEC（※１）成果報告会にて、当該事業の取り組みを紹介するなど、将来
ユーザとなりうる地熱開発関係者への情報提供に取り組んでいる。また、既に当
該技術の利用希望者が複数いることや環境省が行った検討会（※２）においてエ
コロジカル・ランドスケープデザイン手法の活用が取り上げられる等、業界の期
待は高い。 

※１：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 
※２：国立・国定公園内の地熱開発に係る優良事例形成の円滑化に関する検討会 



公開 

・事業性のあるバイナリー発電システムの開発により、国内温泉の対象市
場(3kW相当1万台程度)への導入が見込める。また中小温泉地での地熱資
源利用への理解が促進されることで、大規模地熱開発時の円滑な合意形成
が期待できる。 
・1990年代後半からの国内開発の沈滞による技術開発及び若手人材の育
成が滞る現状に鑑みると、本事業による研究開発や人材育成等の波及効果
が期待できる。 
・また、小型バイナリー発電システムの研究開発については、未利用熱の
有効活用の観点から、工場排熱等の分野にも成果の波及が期待される。 

◆波及効果 

Ⅳ. 成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し  (3) 波及効果 

39 
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